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雪
割
草

◆同じ職場で15年以上非正

規で働いています。チーム

リーダーにもなれず、現部

署にいる限り正社員化

は望めません。キャリ

アアップ研修やリーダー

研修など受講対象にも

なれません。リフレッ

シュ休暇や退職金もなく格

差を実感しています。

◆このままグレードアップ

もなく、大幅な賃上げが見

込めない状況です。OKIグ

ループ内で雇用延長してく

れるのかも気になる

ところです。

◆関連子会社に転籍

して15％ほど賃金が

下がった。交代制で

重労働なので体はきつい。6

5歳まで働かないと生活でき

ないので頑張るつもり。

東
京

日
本
平
均

岩
手

韓
国

カ
ナ
ダ

ド
イ
ツ

フ
ラ
ン
ス

イ
ギ
リ
ス

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

米
ワ
シ
ン
ト
ン
州

今
年
の
「
天
体
シ
ョ
ー
」

は
ど
ん
な
か
な
ー

年
の
は
じ
め
に
行
う
こ

と
の
ひ
と
つ
に
、
今
年
の
「
天
体
シ
ョ
ー
」

が
ど
う
な
っ
て
い
る
か
の
チ
ェ
ッ
ク
が

あ
り
ま
す
。
今
は
、
「
明
け
の
明
星
」

金
星
が
東
の
空
で
キ
ラ
キ
ラ
輝
い
て
い

ま
す
▼
月
／
２
月
14
日
の
満
月
は
最
小

で
ミ
ニ
マ
ム
ー
ン
、
10
月
17
日
は
最
大

満
月
で
ス
ー
パ
ー
ム
ー
ン
に
な
り
ま
す

▼
惑
星
／
金
星
が
見
え
な
く
な
っ
て
く

る
と
、
日
の
入
り
後
に
木
星
が
輝
い
て

き
ま
す
。
夏
に
な
る
と
、
未
明
の
空
に

土
星
・
火
星
・
木
星
が
揃
っ
て
見
ら
れ

ま
す
。
８
月
15
日
の
火
星
と
木
星
の
接

近
が
注
目
で
す
。
来
年
は
「
宵
の
明
星
」

金
星
が
加
わ
っ
て
に
ぎ
や
か
に
な
る
の

が
楽
し
み
▼
星
座
／
４
月
に
北
斗
七
星

が
良
く
見
え
、
下
方
か
ら
２
番
目
の
ミ

ザ
ー
ル
と
ア
ル
コ
ル
の
二
重
星
に
目
を

向
け
て
、
視
力
検
査
を
し
て
み
て
下
さ

い
。
は
っ
き
り
二
つ
見
え
た
ら
視
力
Ｏ

Ｋ
▼
毎
年
注
目
さ
れ
る
三
大
流
星
群

（
１
月
し
ぶ
ん
ぎ
座
・
８
月
ペ
ル
セ
ウ

ス
座
・
12
月
ふ
た
ご
座
）
の
極
大
日
は
、

ペ
ル
セ
ウ
ス
座
流
星
群
が
８
月
15
日
、

ふ
た
ご
座
流
星
群
が
12
月
14
日
で
す
▼

因
み
に
、
惑
星
と
恒
星
（
星
座
）
の
見

分
け
方
は
、
輝
き
が
チ
ラ
チ
ラ
変
化
し

て
い
る
の
が
恒
星
で
、
輝
き
が
変
化
し

な
い
の
が
惑
星
で
す
。
月
は
太
陽
系
の

第
三
惑
星
で
あ
る
地
球
の
衛
星
で
す
▼

１
月
20
日
、
日
本
初
、
世
界
で
５
番
目

の
月
面
着
陸
が
成
功
し
ま
し
た
。
目
的

地
点
と
の
誤
差
が
55
ｍ
は
世
界
初
。
ピ

ン
ポ
イ
ン
ト
（
１
０
０
ｍ
以
内
）
着
陸

と
い
う
課
題
は
ク
リ
ア
ー
し
ま
し
た
が
、

メ
イ
ン
エ
ン
ジ
ン
の
ト
ラ
ブ
ル
な
ど
で
、

着
陸
後
の
観
測
が
出
来
な
く
な
り
ま
し

た
が
一
部
回
復
し
た
模
様
。
月
の
資
源

を
求
め
て
各
国
が
月
を
目
指
し
て
い
ま

す
が
、
国
際
的
な
ル
ー
ル
が
必
要
に

な
っ
て
い
ま
す
。



●ＯKIの会社案内記載企業  ２０２０年 ２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

 純損益の推移  ▲赤字（マイナス） 純損益  純損益  純損益  純損益

OKI連結 １４０．８６億円 ▲８．１９億円 ２０，６５億円 ▲２８億円

OKI単体（提出会社） １６８．９億円 １２．５８億円 ▲３７．８７億円 ▲６２．９１億円

OKIアイディエス ▲１２００万円 500万円 ８２００万円 ７７００万円

アダチ・プロテクノ １３５０万円 ▲５０２３万円 １３８６万円 ▲４８５万円

OKIアドテックサポート ８９９万円 1267万円 １３３４万円 １２２０万円

OKIアレステック １．３５億円 １．４７億円 １．２７億円 １．３６億円

ＯKIエンジニアリング ５．０６億円 ２．９７億円 ３．９４億円 ５．５７億円

OKIクロステック ４３．０７億円 ３８．２１億円 ３７．１２億円 ４６．２億円

OKIコムテック ６３７９万円 ２９７０万円 ５３０８万円 ３９２６万円

OKIコンサルティングソリューションズ ３３１８万円 ▲１８２３万円 １８３２万円 １７６２万円

ＯKIサーキットテクノロジー ５．７２億円 ３．５億円 ９．１９億円 １１．８億円

ＯKIコムエコーズ ２．２５億円 ９１９６万円 ▲６１００万円 １億円

OKIジェイアイピー ３６２９万円 ７０９０万円 ７０９０万円 ７３１３万円

OKIシンフォテック １６３９万円 ▲１８８８万円 ▲５６０１万円 １．４７億円

OKIソフトウエア １５．７５億円 １０．３６億円 １２．２６億円 １３．４億円

ＯKIソフトウエアエクスパートサービス ３５３１万円 ４４０８万円 ５３２８万円 ３１５１万円

OKIデータMES ▲１４１６万円 ５３８万円 ９１８４万円 ５９４８万円

OKI電線 ２．７１億円 ４．５５億円 ２４．８４億円 ６．１億円

OKI電線ワイヤーハーネス ４４８万円 ２８５万円 ６８０万円 ２４６万円

OKI東邦電子 ２４４万円 ▲１１１３万円 １６０２万円 ▲１５８４万円

OKI富岡マニュファクチャリング ２０３５万円 ▲１．４２億円 ９００７万円 １．１４億円

OKIトラステック ２９００万円 ４１００万円 ５５００万円 １０００万円

日本ビジネスオペレーションズ ３．１９億円 ２．９５億円 ４．９８億円 ４．５５億円

OKIネクステック ー ▲４．６２億円 ▲４．７４億円 ▲１，７９億円

OKIハイテック ▲３４２４万円 ３３５０万円 １４３７万円 ２３０６万円

OKIプロアシスト １８５７万円 ▲６５万円 ▲１６４５万円 プロサーブに吸収

OKIプロサーブ １０．２１億円 ▲２．８８億円 ６８００万円 ３．９５億円

OKIマイクロ技研 ７２１７万円 ▲８４０６万円 ▲１．１億円 ４１６９万円

モガミ電線 ５９３４万円 ５２８９万円 ８１２９万円 ４８７０万円

OKIワークウエル １３４万円 １００９万円 ２６００万円 ２４３８万円

参考
バンキングチャネルソリューションズ １．６１億円 １．６６億円 ２．４８億円 ２．１３億円

JECC（旧・日本電子計算機）沖１４.７％出資 ４１．７億円 ４７．２億円

沖電気の年間平均教育研修時間と費用（従業員一人当たり・単体）

年度・３月期 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年
研修時間・時間 19.3 15.6 17 22.9

研修費用・円 85,221 64,314 60,644 68,551

勤続年数 20 19.5 19.9 19.9

※OKIレポート２０２２~3より

契
約
社
員
は
早
く

月
給
制
に
し
て

【
埼
玉
・
本
庄
】

昨
年
４
月
に
沖
富
岡
マ

ニ
ュ
フ
ァ
ク
チ
ャ
リ
ン
グ

で
は
契
約
社
員
が
時
給
制

か
ら
月
給
制
に
変
更
さ
れ

て
い
ま
す
。
時
給
制
で
は

こ
の
１
月
の
よ
う
に
長
期

休
暇
が
あ
る
月
は
給
料
が

大
幅
に
下
が
っ
て
し
ま
う

の
で
「
月
給
制
に
し
て
」

と
い
う
声
は
大
き
い
も
の

で
す
。
５
月
連
休
、
８
月

夏
休
み
と
年
に
３
回
の
連

休
時
は
、
賃
金
が
下
が
る

た
め
憂
鬱
に
な
り
ま
す
。

本
庄
で
は
「
い
つ
月
給

制
に
な
る
の
か
な
」
と
期

待
し
て
い
る
の
で
す
が
、

な
か
な
か
聞
こ
え
て
き
ま

せ
ん
。
同
じ
く
生
産
工
場

で
働
い
て
い
る
の
に
待
遇

が
違
う
の
は
、
納
得
い
き

ま
せ
ん
。
毎
月
安
定
し
た

収
入
が
入
る
の
は
生
活
の

安
心
に
つ
な
が
っ
て
い
き

ま
す
。
ぜ
ひ
改
善
を
し
て

ほ
し
い
も
の
で
す
。

作
業
服
が
変
わ
り
ま
し
た

【
群
馬
・
富
岡
】

１
月
か
ら
Ｏ
Ｔ
Ｍ
の
作

業
服
が
沖
電
気
の
作
業
服

に
一
斉
に
変
わ
り
ま
し
た
。

２
０
２
１
年
４
月
、
沖
電

気
か
ら
Ｏ
Ｔ
Ｍ
に
５
０
０

人
の
転
籍
が
強
行
さ
れ
た

時
、
作
業
服
も
Ｏ
Ｔ
Ｍ
に

変
わ
り
ま
し
た
。

そ
れ
か
ら
２
年
９
ヵ
月
、

「
作
業
服
が
変
わ
っ
て
そ

ん
な
に
経
っ
て
い
な
い
の

に
も
っ
た
い
な
い
」
「
何

の
た
め
に
変
え
る
の
か
説

明
も
な
い
の
で
分
か
ら
な

い
」
な
ど
の
声
と
共
に

「
作
業
服
を
変
え
る
余
裕

が
あ
る
の
な
ら
、
こ
の
春

闘
で
も
物
価
上
昇
を
超
え

る
大
幅
賃
上
げ
を
し
て
も

ら
い
た
い
」
と
期
待
も
広

が
っ
て
い
ま
す
。

能
登
半
島
地
震
の
被
災
地

の
一
刻
で
も
早
い
復
興
を

【
埼
玉
・
蕨
地
区
】

年
明
け
早
々
の
能
登
半
島

地
震
で
亡
く
な
ら
れ
た
方

へ
の
哀
悼
の
意
を
表
し
ま

す
。
Ｏ
Ｋ
Ｉ
グ
ル
ー
プ
で

も
実
家
や
親
族
が
被
災
さ

れ
た
方
も
い
る
こ
と
と
思

い
ま
す
。
13
年
前
の
東
日

本
大
震
災
の
時
も
そ
う
で

し
た
が
、
自
宅
や
電
気
・

水
道
な
ど
当
た
り
前
に
あ
っ

た
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
が
失
わ

れ
る
被
災
地
の
苦
し
み
が

報
道
を
通
し
て
伝
わ
っ
て

き
ま
す
。
行
政
に
は
ラ
イ

フ
ラ
イ
ン
の
復
旧
を
最
優

先
で
取
り
組
ん
で
ほ
し
い

と
こ
ろ
で
す
。
ま
た
避
難

所
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
問
題

は
諸
外
国
を
見
習
い
確
保

の
強
化
に
努
め
る
べ
き
で

す
。

雇
用
を
守
る
組
合
活
動

【
電
機
・
情
報
ユ
ニ
オ
ン
】

定
年
後
の
再
雇
用
に
つ

い
て
、
当
ユ
ニ
オ
ン
で
は
、

60
歳
以
降
、
65
歳
以
降
の

再
雇
用
で
処
遇
や
仕
事
内

容
な
ど
様
々
な
問
題
を
会

社
と
団
体
交
渉
を
通
じ
て

解
決
を
図
っ
て
い
ま
す
。

年
金
だ
け
で
は
暮
ら
し

が
苦
し
い
と
再
雇
用
が
増

え
る
中
で
、
週
５
日
勤
務

が
で
き
な
い
、
最
終
賃
金

の
60
％
の
賃
金
ダ
ウ
ン
に

な
っ
て
し
ま
う
な
ど
、
様
々

な
悲
鳴
が
寄
せ
ら
れ
て
い

ま
す
。

実
質
賃
金
が
20
ヵ
月
連

続
で
下
が
る
中
で
自
民
党

政
治
で
は
、
生
活
は
苦
し

く
な
る
ば
か
り
で
す
。

政
治
を
変
え
、
私
た
ち

は
、
一
人
一
人
の
労
働
者

に
寄
り
添
う
労
働
組
合
で

労
働
環
境
や
生
活
・
雇
用

を
守
っ
て
い
く
た
め
に
頑

張
っ
て
い
き
ま
す
。

問
題
や
悩
み
は
一
人
で

抱
え
込
ま
ず
気
軽
に
ご
相

談
く
だ
さ
い
。

電
機
・
情
報
ユ
ニ
オ
ン

相
談
先
電
話
番
号

（
０
３
・
６
４
２
１
・
５

３
２
３
）

★ 生 活 防 衛 は 物 価 高 騰 に 負 け な い 賃 上 げ で ★ ２０２４年 ２月 第４２７号

国内子会社２７社 過去４年間の赤字会社数 ３⇒９⇒５⇒３社

《沖電気を考える》 第１８８回

デジタル人材に特化した労働移動
OKI（連結決算）２４年３月期は純利益８０億円を予定

政府の「新しい資本主義」施策は「円滑な労働移動」

の一層の推進であり、解雇や不安定雇用、賃金・労働

条件（最低賃金、労働時間等）などに対する社会的規

制なしの自己責任の押しつけで、失業時の生活保障や

自営業者に対する困窮対策の拡充（税制、融資、社会

保障等）が求められている。

『日本の労働者の勤続年数が主要先進国の中

で最も長く国際的に雇用の流動性が低い』
（沖電気の数値は 有価証券報告書・単体）

厚生労働省は『デジタルトランスフォーメーション
（DX）やグリーントランスフォーメーション（GX）の推進

による産業構造の転換とそれに伴う労働需要の変化に

対応する必要がある。そこで、持続的な成長の実現に

向けて新たな成長分野・産業等への円滑な労働移動を

促進することが重要である。働き手は自身のキャリア・

ビジョンの形成に取り組むことが期待される。リスキ

リングやリカレント教育などを通じた自身の能力開発

等が望まれる』としている。企業の働き手に対する

自己啓発のサポート、経済的支援が必要です。


